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Ⅰ.消費増税と地方財政について
　世界にも例のないスピードで日本の少子高齢化は進んでいます。年金給付や医療・介護のサービス提供費用などに充てる社会保障給付費は、2011年には１０８兆円となり、右肩上がりが続いています。これに対し、社会保障制度を支える社会保険料収入は、近年横ばいで推移しています。給付費との差額は国と地方の税負担や借金で賄ってきています。これまで毎年10兆円もの借金で社会保障の穴を埋めてきたことも事実であります。
高齢化の進展による給付費の伸びに、保険料収入が追いつかないばかりか、その差は開くばかりで、社会保障にかかる国の予算は毎年約１兆円の自然増となっています。厚生労働省では、2025年の社会保障給付費は１５０兆円を超えるとの見通しも示しています。
　一方、2010年に１億２８０６万人だった日本の人口は、2060年には８６７４万人にまで減少し、６５歳以上が占める割合は４０％に迫るとの推計もあります。今後もさらなる少子高齢化の進展が見込まれる中で、制度維持のために現役世代にこれ以上の負担を求めることも限界といえます。また、この20年間は低成長とデフレにあえいでおり、成長戦略が容易に見いだせないのも事実であります。
　こうした背景から、現在の社会保障制度を維持・充実させるためには、将来にわたって安定的な財源を確保しなければならないことは明白です。この問題は、どの党が政権を担っても避けて通ることができない日本にとって待ったなしの重要課題であります。
　そして今、「社会保障と税の一体改革」で、大型増税について選択する時を迎えています。しかし、国民は増税の是非を問われても判断に困るのかもしれません。財政赤字は放置できないが、単純に増税に賛成したくないという気持ちが根底にあります。言うまでもなく増税は国民生活と直結していくからです。この抜き差しならぬ状況を打開するために、政治を担うもう一方の当事者である地方が声を上げる必要があります。
　国税は地方税よりも大きいのですが、地方交付税や国庫支出金を通じて再配分すると実質的な配分は地方が多くなります。消費税率を引き上げると地方消費税や地方交付税も増えます、住民に身近なところで生活を守る市長（知事、市町村長）は、長く続く地方財政の厳しさから増税による地方財源の充実の必要性を強く感じているはずであります。そこで「社会保障と税の一体改革」が大詰めの今、消費増税と地方財政について伺う。
（1）「消費増税修正法案」では消費税収については、年金、医療、介護並びに少子化に対処するため」とされています。その担い手である市長は「税と社会保障の一体改革」についてどのような認識を持っているのか伺う。
（2）消費増税によって、地方消費税、地方交付税も法律により増額されることになります。わが市の財政にどのような影響をもたらすのか伺う。
（3）今回の一体改革論議の中で社会保障の重点を現役世代に向け、少子化や子育て政策に本格的に乗り出すことについて、市長の認識を伺う。
（4）「財政再建」と「社会保障の充実」という消費増税法案の審議の中で、増税を当て込み公共事業が復活しようとしている動きについて、市長の認識を伺う。
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【　考察　】
社会保障と税の一体改革は地方財政にどのような影響を与えるか
1. 根拠
消費増税修正法案《2》消費税法の一部改正<第2条>（1）消費税率を4％から6.3％に引き上げ、（地方消費税1.7％と合わせて8％）。2014年4月1日施行。（2）消費税収については、地方交付税法に定めるところによる他、毎年度、制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する経費に充てることとする。《3》消費税法の一部改正<第3条>消費税率を6.3％から7.8％に引き上げ、（地方消費税2.2％と合わせて10％）。2015年10月1日施行。
地方消費税法及び地方交付税法の一部を改正する法律案（要旨）<<1>>地方消費税関係（1）税率を次の通り引き上げる。現行　消費税率換算で1％　2014年4月1日～同1.7％　15年10月1日～同2.2％<<2》地方交付税関係　消費税にかかる地方交付税率を次の通り変更する。現行　消費税率換算で1.18％　14年度　同1.40％　15年度同1.47％　16年度～同1.52％
2. 概要
（1） 現在消費税収の国分は高齢者三経費（年金、介護、医療）に充当している⇒社会保障四経費（年金、介護、医療、子育て）に充当
（2） 2010年度半ばまでに段階的に消費税率を10％まで引き上げ
（3） 社会保障改革の安定財源確保と財政健全化の同時達成
２.消費税
（1） 税率の見込み
	区分
	消費税
	国分
	地方分
	地方交付税
	地方消費税

	現在
	5％
	2.82％
	2.18％
	1.18%
	1%

	H26.4.1
	+3％（8％）
	+2.08％（4.9％）
	+0.92％(3.1%)
	+0.22%(1.4%)
	+0.7 %( 1.7%)

	H27.10.1
	+５％（10％）
	+3.46％（6.28％）
	+1.54 %( 3.72%)
	+0.34 %( 1.52%)
	+1.2 %( 2.2%)


※現在の消費税５％は地方に１％、国に4％であるが、国から地方へ地方交付税の形で1.18％用意されているから、実質的には国分は2.82％（4―1.18＝2.82％）、地方分は2.18％（1＋1.18＝2.18％）となっている。この分配が消費税8％、10％となった時にどうなるかを示している。
（2）消費税の使途
増税分は、全額社会保障財源化し、国民に還元。官の肥大化には使わない
（3）増税額　+13.5兆円
1 社会保障の充実　+2.7兆円（消費税収1％程度）
・子ども、子育て、医療介護、年金、低所得者対策
2 社会保障の安定化（今の社会保障制度を守る）+10.8兆円程度（消費税収4％程度）
・年金国庫負担（交付国債含む）、高齢化自然増
3消費税分が豊橋市にどれだけ配分されているか。今後どれだけ配分されていくことになるのか
	
	消費税
	地方消費税（H24年度予算）
	地方交付税（H24年度予算）

	現在
	5％
	1％　38億円
	1.18％　39億円

	H26.4.1
	8％
	+0.7％　+26.6億円
	+0.22％　+7.3億円

	H27.10.1
	10％
	+1.2％　+45.6億円
	+0.34％　+11.2億円


※豊橋市のH24年度予算では消費税5％のうち1％が地方消費税で入り、その金額が38億円だから、H26/4では0.7％増えるから38億円×0.7％＝26.6億円、H27/10に10％になった時には38億円×1.2％＝45.6億円増える計算になる。地方交付税の計算も同様の計算による。現時点では配分の詳細は不明のため、単純な比率計算をした。
